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はじめに



三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社．岩名氏作成資料
「8期介護保険事業計画基本指針（案）から読む、保険者の機能強化の方向性」2020

過去20年における保険者（≒市町村）の役割の変化
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介護保険における保険者機能

これまで 現在（2015～）

○介護サービス（地域密着型サービス）の充実
○地域包括支援センターの設置・運営
○地域支援事業の推進
○地域ケア会議の開催

地域の
実情に
あった
制度の
運営

最期まで
その地域で
暮らせる
地域包括
ケアシステム

の構築

地域包括ケアシステムの構築
を企画業務としてとらえる



地域包括支援センターの役割の拡大



求められる地域包括支援センターの３つの対応



地域包括支援センターの機能強化において求められる役割(1)



地域包括支援センターの機能強化において求められる役割(2)



地域包括支援センターの事業評価の考え方(1)



地域包括支援センターの事業評価の考え方(2)



地域包括支援センターの事業評価の考え方(3)



地域包括支援センターがおかれている状況の確認



地域包括支援センターの業務負担の状況（過去の調査結果より）

平成30年度 老人保健事業推進費等補助金
老人保健健康増進等事業「地域包括支援センターの業務実態に関する調査研究事業報告書」三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 P5

個別対応時間が
全業務の5割弱。

総合相談と介護予防ケア
マネジメントで全体の
約5割を占めている。



地域包括支援センターの業務負担の状況（過去の調査結果より）

令和２年度 老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業
「地域包括支援センターの効果的な運営に関する調査研究事業報告書」三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社



地域包括支援センターの業務負担の状況（過去の調査結果より）

令和２年度 老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業
「地域包括支援センターの効果的な運営に関する調査研究事業報告書」三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社



地域包括支援センターの負荷分散に求められる取り組み



地域包括支援センターの負荷分散に求められる取り組み



地域包括支援センターの負荷分散に求められる取り組み



地域包括支援センターに求められる取り組み
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新旧評価指標の比較、新指標の特徴



評価データの活用に関連してお伝えしたいこと
評価の平準化

・公平でない。
・評価結果が信用できない。

・地域包括支援センターの事業
評価では、各項目ごとに一定の
評価基準が示されているが、基
準該当の判断は、自己評価であ
るため、同じ条件でも判断が異
なることがある

精確な評価をできるように・・・・
（自治体内の）関係各課や関係機関と協力して評価に取組む

はい

いいえ

評価結果の活用

・何のための評価かわからない
・評価結果を依頼があるだけで
フィードバックがない。

県担当者 市町村担当者

市町村事業担当者

・大変な事務作業を行うだけの
徒労感
・改善に向けた評価作業が目的
にも関わらず、評価結果が活用
されない

評価に関する依頼と回答のみ

評価結果を活用できるように・・・・
評価結果を（自治体内外の）関係者で共有してみる

22

制度の主旨を理解した上で取り組む

22



地域包括支援センター評価指標：開発過程と特徴



地域包括支援センター評価の見直し（令和7年度より）

令和６年６月７日厚生労働省老健局 認知症施策・地域介護推進課通知「地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化について（通知）」の 一部改正について

インセンティブ交付金と共に2018年度に制度化された地域包括支援センターの機能強化にむけた事業評価の仕組みは、
2018～2024年度まで、多く項目は変わらなかった。項目の達成率が上がる中で、質をより評価できるよう、
2025年度調査時より大きく構造と項目の改定が行われた。

チェックリストと
センター市町村の差異の確認

市町村とセンターそれぞれの機能に着目、
質を測れるようアウトプット・アウトカム

の設定



地域包括支援センター評価指標：新評価指標の特徴



地域包括支援センター評価指標：新評価指標の特徴
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地域包括支援センターの事業評価項目の視点
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地域包括支援センターの事業評価項目の視点



地域包括支援センター事業評価の結果（R７の結果）
市町村指標とセンター指標の比較
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地域包括支援センター事業評価の結果と対策（R７の結果）



地域包括支援センター事業評価の結果（R７の結果）
市町村指標とセンター指標の関連分析

・重回帰分析の結果 
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領域 市町村指標 R7
市町村指標 R6
旧指標

センター指標
R7

センター指標
R6旧指標

地域包括ケアシステムの構築・推進 68.7% なし 88.3% なし

組織・運営体制 73.9% 86.9% 90.5% 91.3%

総合相談支援事業 84.8% 87.5% 91.1% 93.4%

権利擁護事業 87.0% 91.1% 91.0% 92.8%

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 67.8% 72.7% 78.2% 85.5%

地域ケア会議 74.4% 70.3% 88.2% 87.0%

介護予防ケアマネジメント・介護予防支援事業 54.8% 72.7% 86.8% 83.9%

包括的支援事業（社会保障充実分） 90.8% 90.8% 91.5% 90.2%

地域包括支援センター評価の領域別実施率まとめ（R７の結果）

重要

センター
の質

市町村の
方針
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地域包括支援センターの事業評価項目（市町村１／２）
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地域包括支援センターの事業評価項目（市町村２／２）
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区分 新No. 新評価分野 新活動目標・指標名（R6改正） 新項目区分 対応する旧センター指標

センター 1
地域包括ケアシステムの構築・推
進

市町村全体を踏まえた担当圏域の現状および将来像やニーズを把握
する 活動目標

C5 市町村から、担当圏域の現状やニーズの把握に必要な情報の提供を受けているか。
C6 把握した担当圏域の現状やニーズに基づき、センターの取組における重点項目を設定しているか。

センター 2 組織・運営体制
市町村の実施方針に従って、地域包括支援センターの機能強化に向
けた事業計画を作成し、必要に応じて業務改善を図る 活動目標

C1 市町村が定める運営方針の内容に沿って、センターの事業計画を策定しているか。
C2 事業計画の策定に当たって、市町村と協議し、指摘を反映しているか。
C3 市町村の支援・指導の内容により、逐次、業務改善が図られているか。
C6 把握した現状やニーズに基づき重点項目を設定しているか。

センター 3 組織・運営体制 センターが効果的に運営できるように、組織マネジメントを行う 活動目標
C1-C3 事業計画・改善関連
C7 三職種を配置しているか。

センター 4 組織・運営体制 センター職員の人材確保および育成を図る 活動目標
C8 市町村から年度当初までに研修計画が示されているか。
C9 センター又は受託法人がOff-JTを実施しているか。

センター 5 組織・運営体制
市町村が示している個人情報の取扱方針や苦情対応方針に従い、セ
ンターにおいて適切に対応する体制を整え実践する 活動目標

C13 個人情報保護マニュアル整備。
C14 個人情報漏えい対応等の周知。
C15 個人情報保護責任者の配置。
C16 個人情報の持出・開示時の管理簿記載。
C17 苦情対応体制整備・記録。
C18 介護サービス相談を市町村に報告・協議する仕組み。
C19 プライバシー確保。

センター 6 組織・運営体制 センター職員の定着率 任意・中間アウトカム指標 該当なし
センター 7 総合相談支援事業 地域包括支援ネットワークを構築する 活動目標 C20 地域の関係機関・関係者のネットワークをマップ又はリストで管理しているか。

センター 8 総合相談支援事業 市町村と相談事例を共有・分析し、支援に活かす 活動目標

C21 相談事例の終結条件を市町村と共有。
C22 相談事例の分類方法を市町村と共有。
C23 1年間の相談件数を市町村に報告。
C24 相談事例解決のため市町村へ支援要請。

センター 9 総合相談支援事業 家族介護者支援に取り組む 活動目標

C10 夜間・早朝窓口設置・周知。
C11 平日以外窓口設置・周知。
C25 家族介護者からの相談件数・相談内容の記録・取りまとめ。

センター 10 総合相談支援事業 複合的な課題を持つ世帯の相談に適切に対応する 活動目標

C20 ネットワーク管理。
C21 終結条件共有。
C24 市町村への支援要請。
C25 家族介護者相談。

センター 11 総合相談支援事業 高齢者福祉分野以外の機関からの照会件数 任意・アウトプット指標 該当なし（C20等と関連）
センター 12 総合相談支援事業 1年間の相談件数 任意・アウトプット指標 C23 1年間の相談件数を市町村に報告しているか。
センター 13 総合相談支援事業 支援を拒否する高齢者等へのアウトリーチのケース数 任意・アウトプット指標 該当なし（総合相談・後方支援と関連）

センター 14 権利擁護事業 高齢者等の権利擁護のための普及啓発や対応を行う 活動目標

C26 成年後見制度の市町村長申立て判断基準共有。
C27 高齢者虐待対応の流れ共有。
C28 高齢者虐待事例への対応策検討。
C29 消費者被害相談への消費生活相談窓口・警察等との連携対応。
C30 消費者被害情報の民生委員等への情報提供。

センター 15 権利擁護事業 権利擁護に関する相談件数 任意・アウトプット指標 該当なし（C26-C30に関連）
センター 16 権利擁護事業 成年後見制度の申立て支援件数 任意・アウトプット指標 該当なし（C26に関連）

C  居宅介護支援事業所デ タ把握

地域包括支援センターの事業評価項目（センター１／２）
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センター 17
包括的・継続的ケアマネジメント
支援事業

担当圏域の居宅介護支援事業所の状況を把握し、地域のケアマネ
ジャーの支援ニーズに基づいた対応を行う 活動目標

C31 居宅介護支援事業所データ把握。
C32 ケアマネ向け研修会・事例検討会等の開催計画。
C33 ニーズ・課題に基づく事例検討会・地域ケア会議等開催。
C34 多様な関係機関・関係者との意見交換の場。
C35 住民向け介護予防・自立支援意識共有の出前講座。
C36 介護支援専門員からの相談事例の整理・分類・経年的件数把握。

センター 18
包括的・継続的ケアマネジメント
支援事業 市町村の方針に則り、介護予防サービス計画の検証を行う 活動目標

直接対応なし。関連：C46-C50 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援の基本方針、地域資源、セルフマ
ネジメント、委託管理等。

センター 19
包括的・継続的ケアマネジメント
支援事業 介護支援専門員からの相談受付件数 任意・アウトプット指標 C36 介護支援専門員から受けた相談事例の整理・分類・経年的件数把握。

センター 20 地域ケア会議
センター主催の個別ケースを検討する地域ケア会議において、多様
な視点から個別事例の検討を行い、対応策を講じる 活動目標

C37 開催計画が市町村から示されているか。
C38 センター主催の地域ケア会議運営方針の周知。
C39 センター主催地域ケア会議で個別事例検討。
C40 多職種連携による自立支援・重度化防止等の観点からの検討・対応策。
C41 個人情報取扱方針に基づく対応。
C42 議事録・検討事項共有。
C43 モニタリング。

センター 21 地域ケア会議 地域ケア会議において、地域課題を把握し、適切に対応する 活動目標
C44 センター主催地域ケア会議で地域課題に関して検討。
C45 検討事項をまとめ市町村に報告。

センター 22 地域ケア会議
センター主催の地域ケア会議を経て、市町村レベルの地域ケア会議
に地域課題を報告した数 任意・アウトプット指標 C45 センター主催地域ケア会議の検討事項を市町村に報告。

センター 23
介護予防ケアマネジメント・介護
予防支援 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を適切に実施する 活動目標

C46 市町村基本方針をセンター職員・委託先へ周知。
C47 ケアプランに多様な地域資源を位置づけ。
C48 セルフマネジメント支援手法の活用。
C49 委託時の公平性・中立性指針。
C50 委託した場合の台帳記録・進行管理。

センター 24
介護予防ケアマネジメント・介護
予防支援

介護予防ケアマネジメント対象者のうち状態が維持または改善した
人の割合 任意・中間アウトカム指標 該当なし

センター 25
包括的支援事業（社会保障充実
分） 事業間連携を推進する 活動目標

C51 医療関係者と合同の事例検討会参加。
C52 医療関係者と合同の講演会・勉強会等参加。
C53 在宅医療・介護連携推進事業相談窓口への相談。
C54 認知症初期集中支援チームとの情報共有。
C55 生活支援コーディネーター・協議体との協議。

センター 26
包括的支援事業（社会保障充実
分） 医療関係者と合同の事例検討会や勉強会の実施数 任意・アウトプット指標

C51 医療関係者と合同の事例検討会に参加。
C52 医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加。

地域包括支援センターの事業評価項目（センター２／２）
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地域包括支援センター評価の今後



地域包括支援センター評価における独自指標の設定



評価指標を活用した事業改善



40平成 26 年度老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業
「地域包括支援センターの機能評価指標に関する調査研究事業」 （三菱総合研究所）

地域包括支援センター評価指標：開発過程におけるPDCAイメージ

センターの方針
（現市町村項目）

センターの点検
（現センター項目）

保険者機能の評価
（現インセンティブ評価）

両
指
標
を
合
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せ
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み
て
い
く
こ
と
で
、

よ
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体
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地域包括支援センター評価指標：双方向のアプローチ



市町村指標とセンター指標の実施／不実施の組み合わせ



市町村指標とセンター指標の乖離に着目した改善例

平成29年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「地域包括支援センターが行う包括的支援事業の効果的な運営に関する調査研究事業報告書 （三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）」 平成30年（2018）年３月 



PDCAにおける市町村とセンターの役割



地域包括支援センターの機能強化におけるPDCAの具体的内容



地域包括支援センターの機能強化におけるPDCAの具体的内容



地域包括支援センターの機能強化におけるPDCAの具体的内容



評価指標を活用した地域包括支援センターの機能強化の事例(1)

令和元年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「地域包括支援センターの事業評価を通じた取組改善と評価指標のあり方に関する調査研究事業報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）」 令和２（2020）年３月 



評価指標を活用した地域包括支援センターの機能強化の事例(2)

令和元年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「地域包括支援センターの事業評価を通じた取組改善と評価指標のあり方に関する調査研究事業報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）」 令和２（2020）年３月 



地域包括支援センターの機能強化における市町村とセンターの対話(1)

努力して成果が出てい
る活動をほめることか
らはじめることが有効

なぜできなかったのか
ということを職員の能
力やマンパワーに帰結
させず、予算・時間・
連携の不足といった環
境要因から分析し、セ
ンターと市町村がそれ
ぞれできることを明確
にする。

協働パートナーとして
の意識を持つ、契約更
新の査定や点数付けと
いった姿勢はNG



評価指標を活用した地域包括支援センターの機能強化を
進めるために有効な４つのツール



まとめ～明日から始める機能強化に向けて



地域包括支援センターの
事業評価指標の確認

地域包括支援センターの
事業評価指標の確認

演習



54大夛賀政昭「地域支援事業における保健・医療データの活用：4つのデータに着目して」
高知県地域支援事業におけるデータ活用に関する研修会 令和8年5月14日（木）13:30～16:30

演習用データの読み取りポイント

この演習では、評価結果を「できている／できていない」の判定に使うのではなく、
○市町村がセンターをどのように支えるべきか
○センター側ではどの業務プロセスを見直すべきか

を考える材料として用いる。

①「2.市町村別レーダーチャート」で、市町村指標とセンター指標の大きな傾向を把握する。
②「1.市町村別事業チェックシート」で、市町村側の方針提示・支援・環境整備に弱い項目がない
か確認する。
③「4.センター別レーダーチャート」で、センター間のばらつき、低い領域、強みのあるセンター
を把握する。
④「3.地域包括支援センター別回答」で、どの設問が低さの要因になっているかを確認する。

※「レーダーチャートは診断の入口であり、改善策は必ず設問レベルまで戻って考える」ことが重要です！！

この演習では、確認する順番は次の４段階とする。



X市 Y自治体

演習用データの読み取り（２つの事例より）



2.市町村別レーダーチャート

評価分野 前橋市 群馬県 全国平均 前橋市 群馬県 全国平均
1. 地域包括ケアシステムの構築・推進 100.0% 55.2% 68.7% 85.4% 82.1% 88.3%
2. 組織・運営体制 92.9% 68.6% 73.9% 93.2% 87.6% 90.5%
3. 総合相談支援事業 100.0% 85.7% 84.8% 91.1% 91.1% 91.1%
4. 権利擁護事業 100.0% 82.9% 87.0% 91.7% 90.9% 91.0%
5. 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 100.0% 68.6% 67.8% 94.8% 82.0% 78.2%
6. 地域ケア会議 100.0% 68.6% 74.4% 100.0% 77.5% 88.2%
7. 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援事業 100.0% 50.0% 54.8% 91.7% 87.5% 86.8%
8. 包括的支援事業（社会保障充実分） 100.0% 95.0% 90.8% 95.8% 92.2% 91.5%

前橋市 における市町村指標とセンター指標の比較

市町村指標 センター指標

○「1. 市町村別事業チェックシート」のG11セルに入力された市町村の領域別レーダーチャート（市町村指標、センター指標）です。
◯レーダーチャートに示されている「８項目」の数値は、「1.業務チェックシート」にて入力した評価設問の必須項目（選択項目除く）の平均値です。
○例えば、『１　地域包括ケアシステムの構築・推進』の必須項目の設問に対し、「○」の付いた設問が２か所ある場合の平均値は２/３＝66.7％（小数点2位を
四捨五入）となります）。
○レーダーチャートの数値を確認し、全国の状況と比較することで、貴市町村の特徴を確認できます。
◯都道府県(D7セル)を選択すると都道府県平均もレーダーチャートに反映されます。
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↓貴市町村名の属する都道府県を選択
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1. 地域包括ケアシステムの
構築・推進

2. 組織・運営体制

3. 総合相談支援事業

4. 権利擁護事業

5. 包括的・継続的ケアマネ
ジメント支援事業

6. 地域ケア会議

7. 介護予防ケアマネジメン
ト・介護予防支援事業

8. 包括的支援事業（社
会保障充実分）

前橋市における市町村指標とセンター指標の比較
市町村指標 センター指標

○市町村データ確認 ①領域別回答の確認

市町村 センター ※センターのデータは、
県内の全センターデータ
(調査票②)を貼り付けない
と表示されない。

フィードバックシートを使ったレーダーチャートによる市町村・センター平均比較

市町村とセンターを比較でき
るレーダーが表示される。

X市

市町村の実施率は、
7つの領域で100％、
組織・運営体制のみ92.9％
（できていない項目を確認）



○市町村データ確認 ②設問別回答の確認

市町村 センター

※センターのデータは、
県内の全センターデータ
(調査票②)を貼り付けない
と表示されない。

フィードバックシートを使った市町村・センターの設問別回答の確認・比較

○×が
表記される

全国の該当率が
表記されている

X市

できていない項目
はこの項目だけ



4. センター別レーダーチャート

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

評価分野 前橋市 全国平均
前橋市地域
包括支援セ
ンター西部

前橋市地域
包括支援セ
ンター中央東

前橋市地域
包括支援セ
ンター南橘

前橋市地域
包括支援セ
ンター永明

前橋市地域
包括支援セ
ンター東

前橋市地域
包括支援セ
ンター東部

地域包括支
援センター南
部

前橋市地域
包括支援セ
ンター城南

前橋市地域
包括支援セ
ンター桂萱

前橋市地域
包括支援セ
ンター中央西

前橋市地域
包括支援セ
ンター北部

地域包括支
援センター中
央

1. 地域包括ケアシステムの構築・推進 85.4% 88.3% 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0% 50.0% 75.0% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0% 100.0%
2. 組織・運営体制 93.2% 90.5% 93.8% 93.8% 87.5% 100.0% 100.0% 87.5% 100.0% 93.8% 100.0% 87.5% 75.0% 100.0%
3. 総合相談支援事業 91.1% 91.1% 73.3% 93.3% 100.0% 100.0% 100.0% 66.7% 100.0% 100.0% 100.0% 93.3% 66.7% 100.0%
4. 権利擁護事業 91.7% 91.0% 80.0% 60.0% 80.0% 100.0% 100.0% 60.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 60.0% 100.0%
5. 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 94.8% 78.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 87.5% 100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 100.0%
6. 地域ケア会議 100.0% 88.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
7. 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援事業 91.7% 86.8% 100.0% 80.0% 40.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 80.0% 100.0%
8. 包括的支援事業（社会保障充実分） 95.8% 91.5% 100.0% 100.0% 75.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 100.0%

【レーダーチャート反映用】
↓比較したい地域包括支援センターの情報（6行目から14行目の情報）を入力（値の貼り付け）

評価分野 前橋市 全国平均
前橋市地域
包括支援セ
ンター西部

前橋市地域
包括支援セ
ンター中央東

前橋市地域
包括支援セ
ンター南橘

前橋市地域
包括支援セ
ンター永明

前橋市地域
包括支援セ
ンター東

前橋市地域
包括支援セ
ンター東部

地域包括支
援センター南
部

前橋市地域
包括支援セ
ンター城南

前橋市地域
包括支援セ
ンター桂萱

前橋市地域
包括支援セ
ンター中央西

前橋市地域
包括支援セ
ンター北部

地域包括支
援センター中
央

1. 地域包括ケアシステムの構築・推進 85.4% 88.3% 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0% 50.0% 75.0% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0% 100.0%
2. 組織・運営体制 93.2% 90.5% 93.8% 93.8% 87.5% 100.0% 100.0% 87.5% 100.0% 93.8% 100.0% 87.5% 75.0% 100.0%
3. 総合相談支援事業 91.1% 91.1% 73.3% 93.3% 100.0% 100.0% 100.0% 66.7% 100.0% 100.0% 100.0% 93.3% 66.7% 100.0%
4. 権利擁護事業 91.7% 91.0% 80.0% 60.0% 80.0% 100.0% 100.0% 60.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 60.0% 100.0%
5. 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 94.8% 78.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 87.5% 100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 100.0%
6. 地域ケア会議 100.0% 88.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
7. 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援事業 91.7% 86.8% 100.0% 80.0% 40.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 80.0% 100.0%
8. 包括的支援事業（社会保障充実分） 95.8% 91.5% 100.0% 100.0% 75.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 100.0%

○「1. 市町村別事業チェックシート」のG11セルに入力された市町村の各センターの領域別レーダーチャート（センター指標）です。
◯レーダーチャートに示されている「８項目」の数値は、「1.業務チェックシート」にて入力した評価設問の必須項目（選択項目除く）の平均値です。
○例えば、『１　地域包括ケアシステムの構築・推進』の必須項目の設問に対し、「○」の付いた設問が２か所ある場合の平均値は3/4＝75.0％（小数点2位を四捨五入）となります）。
○レーダーチャートの数値を確認し、全国の状況と比較することで、貴市町村の「特徴」が確認できます。

【レーダーチャートに反映される地域包括支援センターの選択方法】
○全てのセンターを一つのレーダーチャートに反映させることは、センター数の多い市町村では見にくくなるため、レーダーチャートに反映させたいセンターの情報（各列の6行目から14行目の情報）
を、
　EからI列の「18行目から26行目の入力欄(薄青色背景)」に入力してください。
　　※8行目から15行目の情報のコピーし、18行目から26行目の入力欄にペーストすることも可能です。
　　※ペーストの方法は、「貼り付け」の「形式を選択して貼り付け」を選択し、「値」にチェックしてください。
○レーダーチャートは5カ所のセンター分の情報を表示するように設定されていますが、必要に応じてデータ範囲を変更しご活用ください。
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8. 包括的支援事業（社会保障充実分）

センター指標（センター別）
前橋市 全国平均 前橋市地域包括支援センター西部

前橋市地域包括支援センター中央東 前橋市地域包括支援センター南橘 前橋市地域包括支援センター永明

前橋市地域包括支援センター東 前橋市地域包括支援センター東部 地域包括支援センター南部

前橋市地域包括支援センター城南 前橋市地域包括支援センター桂萱 前橋市地域包括支援センター中央西

前橋市地域包括支援センター北部 地域包括支援センター中央

○センターの確認 ①領域別回答の確認
※センターのデータは、
県内の全センターデータ
(調査票②)を貼り付けない
と表示されない。センター

フィードバックシートを使ったセンターごとの平均得点の確認

センターごとの値が
表示される。

レーダーチャートは
多すぎると見づらいため、
比較したいセンターだけ
以下の青いセルに張り付
けることも有効。

X市



3. 地域包括支援センター別回答

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

前橋市平均 全国調査結果

前橋市地域
包括支援セ
ンター西部

前橋市地域
包括支援セ
ンター中央
東

前橋市地域
包括支援セ
ンター南橘

前橋市地域
包括支援セ
ンター永明

前橋市地域
包括支援セ
ンター東

前橋市地域
包括支援セ
ンター東部

地域包括支
援センター
南部

前橋市地域
包括支援セ
ンター城南

前橋市地域
包括支援セ
ンター桂萱

前橋市地域
包括支援セ
ンター中央

西

前橋市地域
包括支援セ
ンター北部

地域包括支
援センター
中央

A
人口動態、市町村が行う介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調
査の結果等の量的データによって、地域の高齢者に係る現状や将来の状況等を
把握しているか

100.0% 94.4% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

B
介護保険事業計画、老人福祉計画、地域福祉計画等から、地域の高齢者に係る
課題等を把握しているか

75.0% 93.2% ◯ ◯ × ◯ ◯ × ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯

C センターが行う実態調査によって、担当圏域の現状やニーズを把握しているか 66.7% 70.4% ◯ ◯ × ◯ ◯ × × ◯ ◯ ◯ × ◯

D
相談内容や地域ケア会議等の内容を分析し、担当圏域の地域課題を把握してい
るか

100.0% 95.3% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

3.5 4 4 2 4 4 2 3 4 4 4 2 4
85.4% 88.3% 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0% 50.0% 75.0% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0% 100.0%

A
市町村が定めるセンターの事業の実施方針の内容に沿って、センターの事業計
画を策定しているか

100.0% 95.2% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

B
当該年度のセンターの事業計画に、前年度の事業評価における課題への適切な
対応策を含めているか

91.7% 93.5% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯

C
市町村の実施方針や担当圏域の地域課題等を踏まえ、センターの事業計画に重
点目標を設定しているか

75.0% 87.2% ◯ ◯ × ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯ ◯ × ◯

D
センターの事業計画の重点目標に基づいて達成状況を分析し、必要な業務改善
を行っているか

75.0% 87.8% ◯ ◯ × ◯ ◯ × ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯

A センター長等の責任者の役割を文書で明確に示し、職員に周知しているか 100.0% 80.5% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

B
センターの事業計画を共有する会議等の機会を設け、これに基づく職員個々の
取組内容を確認しているか

100.0% 94.5% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

C
センターの業務量を把握したうえで、業務の最適化を図るための対応を行なっ
ているか

66.7% 83.7% × ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯ ◯ ◯ × × ◯

D
特定の職員に業務が偏らず、チームアプローチを推進するために業務分担の
ルールや仕組みづくりを行なっているか

91.7% 90.8% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯ ◯

E
【市町村により選択】
センター業務にICTを活用するなど、センターの業務効率化に取り組んでいるか

91.7% 39.2% × ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

A センターの人材確保や定着を進めるための取組を行っているか 100.0% 94.8% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

B
センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受託法人が、職場で
研修を実施しているか

100.0% 93.6% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

C
センターに在籍する全ての職員が、計画的に職場での仕事を離れて研修（Off-
JT）に参加できるようにしているか

100.0% 90.5% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

D
センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受託法人が、メンタ
ルヘルス対策を実施しているか

91.7% 90.9% ◯ × ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

E
【市町村により選択】
スーパービジョンまたはコンサルテーションが受けられる体制を整えているか

75.0% 31.2% × ◯ × ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯

A
個人情報保護に関する市町村の取扱方針に従って、センターが個人情報保護マ
ニュアル（個人情報保護方針）を整備しているか

100.0% 95.0% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

B 個人情報の持出･開示時は､管理簿への記載と確認を行っているか 100.0% 79.0% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

C
市町村の方針に沿って、個人情報漏えいとセンターが受けた苦情に対して、対
処および市町村への報告（共有）の体制を構築しているか

100.0% 92.0% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

D センターへの苦情内容をもとに業務を改善しているか 100.0% 99.0% ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

E
【市町村により選択】
センターに対する利用者や家族からのカスタマー・ハラスメントに適切に対応
する体制をセンターとして整備しているか

66.7% 30.6% ◯ × × ◯ ◯ × ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯

6
【市町村により選択】＊中間アウトカム指標＊
センター職員の定着率（平均±標準偏差）

指標として採用
なし

89.9 ± 16.4%

13.7 15 15 14 16 16 14 16 15 16 14 12 16
93.2% 91.1% 93.8% 93.8% 87.5% 100.0% 100.0% 87.5% 100.0% 93.8% 100.0% 87.5% 75.0% 100.0%

センターが効果的に運営でき
るように、組織マネジメント
を行う

4

センター職員の人材確保およ
び育成を図る

5

市町村が示している個人情報
の取扱方針や苦情対応方針に
従い、センターにおいて適切
に対応する体制を整え実践す

る

平均点数・個数（必須項目[白色セル]のみカウント）

平均点数・％（必須項目[白色セル]のみカウント）

○貴市町村で入力した 「6. センターデータ貼付用シート」の回答結果が反映されます。
◯「◯」「×」「-」等の回答ルールの詳細については、「8. センター回答ルール」をご参照ください。
◯G列の市町村平均は、「1. 市町村別業務チェックシート」の結果を反映しています。「1. 市町村別業務チェックシート」のG11セルが入力されていないと反映されません。
◯本シートの黄色背景部分（領域別点数）が「4. センター別レーダーチャート」に反映されます。

センター

1

市町村全体を踏まえた担当圏
域の現状および将来像やニー

ズを把握する

平均点数・個数（必須項目[白色セル]のみカウント）

平均点数・％（必須項目[白色セル]のみカウント）

2

市町村の実施方針に従って、
地域包括支援センターの機能
強化に向けた事業計画を作成
し、必要に応じて業務改善を
図る

3

1. 地域包括ケア
システムの構
築・推進

2. 組織・運営体
制

センター

○センターの確認 ②設問別回答の確認
フィードバックシートを使った全体の回答傾向の把握（説明のみ）

市町村やセンターの状況を一覧することができます。指標を選んでヒートマップなどを作成することもできます。
ただし、センターの値は、県内の全センターデータ（調査票②）を貼り付けないと表示されないことに注意が必要。

X市



X市で注目すべき設問レベルの課題

X市の市町村側で明確に「×」となっている項目は、組
織・運営体制の次の項目である。

・各センターの総合評価結果や評価分野別評価結果をもとに、センター
機能を強化するため、センターごとの運営方針や支援・指導方針を協議
しているか。

これは、X市全体としては事業評価や方針策定を行ってい
ても、センターごとの特性や評価結果に応じた個別の支
援・指導方針にまで落とし込めていない可能性を示す。

また、センター側では次の項目が全国平均より低い。
•市町村計画や地域福祉計画等から、担当圏域の高齢者課題を把握してい
るか。
•市町村の実施方針や担当圏域の地域課題を踏まえ、センターの事業計画
に重点目標を設定しているか。
•事業計画の重点目標に基づいて達成状況を分析し、必要な業務改善を
行っているか。
•センターの業務量を把握したうえで、業務の最適化を図っているか。
•相談経路を分析し、新たな支援機関等と連携しているか。
•相談事例の終結条件を市町村と共有しているか。

・X市は一見すると非常に高得点。しかし、センター別に見ると、
地域包括ケアシステムの構築・推進、総合相談、権利擁護、介護
予防ケアマネジメントで低いセンターが散見されます。

・ここで見るべきことは、個別センターの努力不足ではなく、市
として、評価結果をセンターごとの運営方針や支援方針に変換す
る仕組みが十分かどうかです。市町村指標で唯一明確に弱い項目
は、センターごとの評価結果を踏まえた運営方針・支援方針の協
議です。

・このため、X市では「評価結果は把握しているが、センター別の
改善方針に落とし込む段階が弱い」と考えることができます。基
幹型センターを活用して、ばらつきの大きい領域を標準化・後方
支援することが課題と考えられます。

X市



X市の戦略立案の案

X市の3つの重点目標案
重点目標1 評価結果に基づくセンター別運営方針の明
確化
来年度から、全センターについて、評価結果を踏まえ
た「センター別重点課題」と「市の支援方針」を1枚
に整理する。

重点目標2 圏域診断と事業計画の連動
各センターが、市のデータと自センターの相談・地域
ケア会議データを用いて、担当圏域の重点課題を1つ
設定し、事業計画に反映する。

重点目標3 基幹型センターによる標準化・後方支援の
強化
基幹型センターが、相談終結条件、権利擁護対応、介
護予防サービス計画検証、業務量把握の標準様式や研
修を作成し、全センターに展開する。

ボトムアップアプローチ センター別レーダーチャートを使い、低い領域を持つセンター
を抽出し、個別支援計画を立てる。

[具体策例] 
★地域包括ケアシステムの構築・推進が低いセンター
→ 市の介護保険事業計画、日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査等を使った「圏域
診断ミニ研修」を行う。
→ 各センターが自圏域の重点課題を1つ選び、事業計画に反映する。
★総合相談支援が低いセンター
→ 相談経路、相談内容、つなぎ先、終結状況を月次または四半期で簡易集計する。
→ 「相談終結条件」「市への支援要請基準」を市とセンターで共有する。
★権利擁護が低いセンター
→ 基幹型センターが虐待・成年後見・消費者被害等の相談フローを整理し、事例検討会を
実施する。
→ 低いセンターだけを指導するのではなく、全センター共通のチェックリストにする。
★介護予防ケアマネジメントが低いセンター
→ 介護予防サービス計画の検証方法について、市が最低限の抽出ルールを示す。
→ まずは「新規・更新ケースの一部抽出」から始め、地域ケア会議の検証につなげる。

トップダウンアプローチ X市での市側の後方支援体制

•基幹型センターを中心に、評価結果の分析会を年1回実施する。
•低いセンターに個別ヒアリングを行うのではなく、まず全センターで共通課題を共有する。
•「できているセンター」の取組を事例化し、横展開する。
•業務量把握について、相談件数、困難事例数、介護予防ケアプラン件数、地域活動件数、
会議参加件数などの最低限の共通項目を定める。
•市が持つ人口動態、ニーズ調査、在宅介護実態調査、介護保険事業計画関連データをセン
ター別に見やすく提供する。

X市



2.市町村別レーダーチャート

評価分野 片品村 群馬県 全国平均 片品村 群馬県 全国平均
1. 地域包括ケアシステムの構築・推進 0.0% 55.2% 68.7% 75.0% 82.1% 88.3%
2. 組織・運営体制 64.3% 68.6% 73.9% 62.5% 87.6% 90.5%
3. 総合相談支援事業 57.1% 85.7% 84.8% 73.3% 91.1% 91.1%
4. 権利擁護事業 75.0% 82.9% 87.0% 100.0% 90.9% 91.0%
5. 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 40.0% 68.6% 67.8% 37.5% 82.0% 78.2%
6. 地域ケア会議 83.3% 68.6% 74.4% 77.8% 77.5% 88.2%
7. 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援事業 50.0% 50.0% 54.8% 60.0% 87.5% 86.8%
8. 包括的支援事業（社会保障充実分） 100.0% 95.0% 90.8% 75.0% 92.2% 91.5%

片品村 における市町村指標とセンター指標の比較

市町村指標 センター指標

○「1. 市町村別事業チェックシート」のG11セルに入力された市町村の領域別レーダーチャート（市町村指標、センター指標）です。
◯レーダーチャートに示されている「８項目」の数値は、「1.業務チェックシート」にて入力した評価設問の必須項目（選択項目除く）の平均値です。
○例えば、『１　地域包括ケアシステムの構築・推進』の必須項目の設問に対し、「○」の付いた設問が２か所ある場合の平均値は２/３＝66.7％（小数点2位を
四捨五入）となります）。
○レーダーチャートの数値を確認し、全国の状況と比較することで、貴市町村の特徴を確認できます。
◯都道府県(D7セル)を選択すると都道府県平均もレーダーチャートに反映されます。

0.0%
20.0%
40.0%
60.0%
80.0%
100.0%

1. 地域包括ケアシステムの構
築・推進

2. 組織・運営体制

3. 総合相談支援事業

4. 権利擁護事業

5. 包括的・継続的ケアマネジ
メント支援事業

6. 地域ケア会議

7. 介護予防ケアマネジメント・
介護予防支援事業

8. 包括的支援事業（社会保
障充実分）

市町村指標
片品村 群馬県 全国平均

0.0%
20.0%
40.0%
60.0%
80.0%
100.0%

1. 地域包括ケアシステムの構
築・推進

2. 組織・運営体制

3. 総合相談支援事業

4. 権利擁護事業

5. 包括的・継続的ケアマネジ
メント支援事業

6. 地域ケア会議

7. 介護予防ケアマネジメント・
介護予防支援事業

8. 包括的支援事業（社会保
障充実分）

センター指標
片品村 群馬県 全国平均

↓貴市町村名の属する都道府県を選択
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20.0%
40.0%
60.0%
80.0%
100.0%

1. 地域包括ケアシステムの
構築・推進

2. 組織・運営体制

3. 総合相談支援事業

4. 権利擁護事業

5. 包括的・継続的ケアマネ
ジメント支援事業

6. 地域ケア会議

7. 介護予防ケアマネジメン
ト・介護予防支援事業

8. 包括的支援事業（社
会保障充実分）

片品村 における市町村指標とセンター指標の比較
市町村指標 センター指標

○市町村のデータ確認 ①領域別回答の確認

市町村 センター ※センターのデータは、
県内の全センターデータ
(調査票②)を貼り付けない
と表示されない。

フィードバックシートを使ったレーダーチャートによる市町村・センター平均比較

市町村とセンターを比較でき
るレーダーが表示される。

Y自治体

さきほどのX市と
比較すると、
出来ていない領域が多い。
特に、地域包括ケアシステムの
構築・推進が０％。



1. 市町村別事業チェックシート

※段階的指標は赤・太字 ※段階的指標は赤・太字
選択項目 選択項目
（内容が決まっている）中間アウトカム指標orアウトプット指標 （内容が決まっている）中間アウトカム指標orアウトプット指標

（指標内容自由）領域ごとの中間アウトカムorアウトプット指標の設定

片品村 全国実施割合 指標として設定
指標として設定した中で

の実施割合
片品村平均 全国実施割合 指標として設定

指標として設定した中で
の実施割合

A
市町村および日常生活圏域の高齢者等に関する分析結果や地域課題等をもと
に、センター数や設置形態等を協議し見直しているか

× 63.9% A
人口動態、市町村が行う介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調
査の結果等の量的データによって、地域の高齢者に係る現状や将来の状況等を
把握しているか

100.0% 94.4%

B
市町村における介護保険事業全体の取組状況を踏まえ、センターが担う業務を
協議しているか

× 78.6% B
介護保険事業計画、老人福祉計画、地域福祉計画等から、地域の高齢者に係る
課題等を把握しているか

100.0% 93.2%

C
市町村の総合評価結果や評価分野別評価結果をもとに、センター機能を強化す
るための取組の見直しを行っているか

× 65.5% C センターが行う実態調査によって、担当圏域の現状やニーズを把握しているか 0.0% 70.4%

D
【市町村により選択】
センターの機能や実績を踏まえて、包括的支援体制における役割等を決めてい
るか

- 39.4% 46.0% 85.6% D
相談内容や地域ケア会議等の内容を分析し、担当圏域の地域課題を把握してい
るか

100.0% 95.3%

0 2.1 3.5

0.0% 68.7% 75% 88.3%

A
（各）センターの総合評価結果や評価分野別評価結果をもとに、センター機能
を強化するため、センターごとの運営方針や支援・指導方針を協議しているか

× 70.4% A
市町村が定めるセンターの事業の実施方針の内容に沿って、センターの事業計
画を策定しているか

0.0% 95.2%

B
前年度の評価結果に関する運営協議会での検討を踏まえて、センターの事業の
実施方針や支援・指導方針を策定しているか

× 72.4% B
当該年度のセンターの事業計画に、前年度の事業評価における課題への適切な
対応策を含めているか

0.0% 93.5%

C
センターが実施方針に則った事業運営ができるように、運営予算を毎年見直
し、確保しているか

× 84.7% C
市町村の実施方針や担当圏域の地域課題等を踏まえ、センターの事業計画に重
点目標を設定しているか

100.0% 87.2%

D
年度ごとのセンターの事業計画の策定にあたり、センターと協議を行っている
か

× 83.1% D
センターの事業計画の重点目標に基づいて達成状況を分析し、必要な業務改善
を行っているか

0.0% 87.8%

A センターの人材確保や定着を進めるための取組を行っているか ◯ 69.3% A センター長等の責任者の役割を文書で明確に示し、職員に周知しているか 0.0% 80.5%

B
評価結果やヒアリングなどからセンターのニーズを把握し、それをもとにセン
ター職員の資質向上のための研修を計画しているか

× 63.1% B
センターの事業計画を共有する会議等の機会を設け、これに基づく職員個々の
取組内容を確認しているか

100.0% 94.6%

C
センターの業務効率化を目的に、センター業務にICTを導入しているか
(詳細は*1)

◯ 57.0% C
センターの業務量を把握したうえで、業務の最適化を図るための対応を行なっ
ているか

100.0% 83.7%

D
【市町村により選択】
センターの人員確保の現状を踏まえ、複数圏域で合算した３職種の配置とする
など柔軟な職員配置に取り組んでいるか(詳細は*2)

◯ 89.0% 100.0% D
特定の職員に業務が偏らず、チームアプローチを推進するために業務分担の
ルールや仕組みづくりを行なっているか

100.0% 90.8%

E
【市町村により選択】
センター業務にICTを活用するなど、センターの業務効率化に取り組んでいるか
（詳細は**1）

100.0% 84.7% 41.3% 94.9%

A 市町村の広報紙とホームページなどでセンターを周知しているか ◯ 95.9% A センターの人材確保や定着を進めるための取組を行っているか 100.0% 94.8%

B 介護サービス情報公表システムでセンターを周知しているか ◯ 64.2% B
センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受託法人が、職場で
研修を実施しているか

0.0% 93.8%

C その他、対象に応じた様々な方法でセンターを周知しているか ◯ 36.2% C
センターに在籍する全ての職員が、計画的に職場での仕事を離れて研修（Off-
JT）に参加できるようにしているか

100.0% 90.7%

D
【市町村により選択】
センターの認知度を踏まえて効果的な周知を計画しているか

- 28.4% 38.0% 74.7% D
センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受託法人が、メンタ
ルヘルス対策を実施しているか

100.0% 91.2%

E
【市町村により選択】
スーパービジョンまたはコンサルテーションが受けられる体制を整えているか

100.0% 74.8% 34.0% 91.8%

【市町村により選択】＊中間アウトカム指標＊
地域包括支援センターの認知度を指標として採用　(詳細は*3)

- 24.6% 100.0% A
個人情報保護に関する市町村の取扱方針に従って、センターが個人情報保護マ
ニュアル（個人情報保護方針）を整備しているか

100.0% 95.0%

センターの認知度を日常生活圏域ニーズ調査で把握している場合の割合 % 46.4±18.1% B 個人情報の持出･開示時は､管理簿への記載と確認を行っているか 0.0% 79.0%

A 個人情報保護に関する市町村の取扱方針をセンターと共有しているか ◯ 94.8% C
市町村の方針に沿って、個人情報漏えいとセンターが受けた苦情に対して、対
処および市町村への報告（共有）の体制を構築しているか

100.0% 92.0%

B 個人情報漏えいが起こった際の対応策をセンターと共有しているか ◯ 85.1% D センターへの苦情内容をもとに業務を改善しているか 100.0% 99.0%

C
苦情内容の記録等、苦情対応に関する市町村の方針をセンターと共有している
か

◯ 87.3% E
【市町村により選択】
センターに対する利用者や家族からのカスタマー・ハラスメントに適切に対応
する体制をセンターとして整備しているか

100.0% 79.1% 34.0% 90.0%

D
利用者や家族からのカスタマー・ハラスメントにセンターが対応できるよう支
援しているか (詳細は*4)

◯ 71.6%

センター指標の「２．組織・運営体制」に関するアウトプット指標または中間
アウトカム指標を市町村が設定しているか

- 14.4% 6
【市町村により選択】＊中間アウトカム指標＊
センター職員の定着率（平均±標準偏差）

指標として採用な
し

20.2% 89.9 ± 16.4%

→　設定している場合、具体的に指標を記入 0

9 10.3 14.5

64.3% 73.9% 62.5% 90.5%

1. 地域包括ケア
システムの構
築・推進

平均点数・個数（必須項目[白色セル]のみカウント）

平均点数・％（必須項目[白色セル]のみカウント）

5

平均点数・個数（必須項目[白色セル]のみカウント）

平均点数・％（必須項目[白色セル]のみカウント）

2. 組織・運営体
制

7

センター指標の「２．組織・
運営体制」に関するアウト
プット指標または中間アウト
カム指標を市町村が設定する

評価結果およびそれをもとに
した運営協議会の議論やセン
ターとの協議を踏まえて、事
業の実施方針や支援・指導方
針を策定し、それを実施でき
る予算を確保する

実施方針に基づいてセンター
が効果的に運営できるよう
に、人員配置や人材育成に取
り組む

3

市町村全体を踏まえた担当圏
域の現状および将来像やニー
ズを把握する

1

市町村の目指している地域包
括ケアシステムの構築におい
て、市町村が計画的にセン
ターを活用する

センター

1

2

市町村

平均点数・個数（必須項目[白色セル]のみカウント）

平均点数・％（必須項目[白色セル]のみカウント）

5

市町村が示している個人情報
の取扱方針や苦情対応方針に
従い、センターにおいて適切
に対応する体制を整え実践す
る

センターが効果的に運営でき
るように、組織マネジメント
を行う

3

4

高齢者等が必要な時にセン
ターを利用できるように、セ
ンターの周知を行う

センターが個人情報保護等に
留意しながら運営できるよう
に体制支援を行う

6

センター職員の人材確保およ
び育成を図る

4

平均点数・個数（必須項目[白色セル]のみカウント）

平均点数・％（必須項目[白色セル]のみカウント）

①【都道府県ご担当者様】「5. 市町村データ貼付用シート」に全市町村指標の回答結果をペーストしてください。
②【市町村ご担当者様】G11セルに貴市町村名を入力し、「6. センターデータ貼付用シート」に全センター指標の回答結果をペーストしてください。
◯入力が完了すると、「1. 市町村別業務チェックシート（青色背景部分）」「2.市町村別レーダーチャート」「3. 地域包括支援センター別回答」「4. センター別レーダーチャート」に貴市町村の評価結果が示されます。
　「全国実施割合」欄は、2025年度（令和7年度）の全国調査結果数値です。
　「黄色」の網掛けのあるセルは、各領域ごとの必須項目（白色セル）の平均値です。
◯市町村指標では×の項目が、センター指標の市町村平均値（O列）は、全国平均より低い項目が、赤背景、赤字で表示されるようになっています。業務チェック項目として活用ください。
例）センター指標4-D,4-Eが全国平均より低い（※4-Eは選択項目ですが、、市町村としての指標の採用の有無に関わらず実施割合を表示しています）

◯各設問に関する、○×の回答ルールの詳細は「7. 市町村回答ルール」「8. センター回答ルール」をご参照ください。

市町村の実施方針に従って、
地域包括支援センターの機能
強化に向けた事業計画を作成
し、必要に応じて業務改善を
図る

2

市町村担当者："7. センターデータ貼付用シート"に自身の市町村のセン

ター指標結果を貼付するとと結果が集計されます
市町村担当者：貴市町村名を入力してください

○市町村のデータ確認 ②設問別回答の確認

市町村 センター

※センターのデータは、
県内の全センターデータ
(調査票②)を貼り付けない
と表示されない。

フィードバックシートを使った市町村・センターの設問別回答の確認・比較

○×が
表記される

全国の該当率が
表記されている

Y自治体



4. センター別レーダーチャート

1 2 3 4 5 6 7

評価分野 片品村 全国平均
片品村地域
包括支援セ
ンター

1. 地域包括ケアシステムの構築・推進 75.0% 88.3% 75.0% #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE!
2. 組織・運営体制 62.5% 90.5% 62.5% #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE!
3. 総合相談支援事業 73.3% 91.1% 73.3% #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE!
4. 権利擁護事業 100.0% 91.0% 100.0% #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE!
5. 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 37.5% 78.2% 37.5% #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE!
6. 地域ケア会議 77.8% 88.2% 77.8% #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE!
7. 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援事業 60.0% 86.8% 60.0% #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE!
8. 包括的支援事業（社会保障充実分） 75.0% 91.5% 75.0% #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE! #VALUE!

【レーダーチャート反映用】
↓比較したい地域包括支援センターの情報（6行目から14行目の情報）を入力（値の貼り付け）

評価分野 片品村 全国平均
片品村地域
包括支援セ
ンター

1. 地域包括ケアシステムの構築・推進 75.0% 88.3% 75.0%
2. 組織・運営体制 62.5% 90.5% 62.5%
3. 総合相談支援事業 73.3% 91.1% 73.3%
4. 権利擁護事業 100.0% 91.0% 100.0%
5. 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 37.5% 78.2% 37.5%
6. 地域ケア会議 77.8% 88.2% 77.8%
7. 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援事業 60.0% 86.8% 60.0%
8. 包括的支援事業（社会保障充実分） 75.0% 91.5% 75.0%

○「1. 市町村別事業チェックシート」のG11セルに入力された市町村の各センターの領域別レーダーチャート（センター指標）です。
◯レーダーチャートに示されている「８項目」の数値は、「1.業務チェックシート」にて入力した評価設問の必須項目（選択項目除く）の平均値です。
○例えば、『１　地域包括ケアシステムの構築・推進』の必須項目の設問に対し、「○」の付いた設問が２か所ある場合の平均値は3/4＝75.0％（小数点2位を四捨五入）となります）。
○レーダーチャートの数値を確認し、全国の状況と比較することで、貴市町村の「特徴」が確認できます。

【レーダーチャートに反映される地域包括支援センターの選択方法】
○全てのセンターを一つのレーダーチャートに反映させることは、センター数の多い市町村では見にくくなるため、レーダーチャートに反映させたいセンターの情報（各列の6行目から14行目の情報）
を、
　EからI列の「18行目から26行目の入力欄(薄青色背景)」に入力してください。
　　※8行目から15行目の情報のコピーし、18行目から26行目の入力欄にペーストすることも可能です。
　　※ペーストの方法は、「貼り付け」の「形式を選択して貼り付け」を選択し、「値」にチェックしてください。
○レーダーチャートは5カ所のセンター分の情報を表示するように設定されていますが、必要に応じてデータ範囲を変更しご活用ください。

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
1. 地域包括ケアシステムの構築・推進

2. 組織・運営体制

3. 総合相談支援事業

4. 権利擁護事業

5. 包括的・継続的ケアマネジメント支援事
業

6. 地域ケア会議

7. 介護予防ケアマネジメント・介護予防支
援事業

8. 包括的支援事業（社会保障充実分）

センター指標（センター別）
片品村 全国平均 片品村地域包括支援センター

○センターの確認 ①領域別回答の確認
※センターのデータは、
県内の全センターデータ
(調査票②)を貼り付けない
と表示されない。センター

フィードバックシートを使ったセンターごとの平均得点の確認

センターの値が
表示される。

Y自治体



3. 地域包括支援センター別回答

1 2 3 4

片品村平均 全国調査結果

片品村地域
包括支援セ
ンター

A
人口動態、市町村が行う介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調
査の結果等の量的データによって、地域の高齢者に係る現状や将来の状況等を
把握しているか

100.0% 94.4% ◯

B
介護保険事業計画、老人福祉計画、地域福祉計画等から、地域の高齢者に係る
課題等を把握しているか

100.0% 93.2% ◯

C センターが行う実態調査によって、担当圏域の現状やニーズを把握しているか 0.0% 70.4% ×

D
相談内容や地域ケア会議等の内容を分析し、担当圏域の地域課題を把握してい
るか

100.0% 95.3% ◯

3.5 3
75.0% 88.3% 75.0% #VALUE! #VALUE! #VALUE!

A
市町村が定めるセンターの事業の実施方針の内容に沿って、センターの事業計
画を策定しているか

0.0% 95.2% ×

B
当該年度のセンターの事業計画に、前年度の事業評価における課題への適切な
対応策を含めているか

0.0% 93.5% ×

C
市町村の実施方針や担当圏域の地域課題等を踏まえ、センターの事業計画に重
点目標を設定しているか

100.0% 87.2% ◯

D
センターの事業計画の重点目標に基づいて達成状況を分析し、必要な業務改善
を行っているか

0.0% 87.8% ×

A センター長等の責任者の役割を文書で明確に示し、職員に周知しているか 0.0% 80.5% ×

B
センターの事業計画を共有する会議等の機会を設け、これに基づく職員個々の
取組内容を確認しているか

100.0% 94.5% ◯

C
センターの業務量を把握したうえで、業務の最適化を図るための対応を行なっ
ているか

100.0% 83.7% ◯

D
特定の職員に業務が偏らず、チームアプローチを推進するために業務分担の
ルールや仕組みづくりを行なっているか

100.0% 90.8% ◯

E
【市町村により選択】
センター業務にICTを活用するなど、センターの業務効率化に取り組んでいるか

100.0% 39.2% ◯

A センターの人材確保や定着を進めるための取組を行っているか 100.0% 94.8% ◯

B
センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受託法人が、職場で
研修を実施しているか

0.0% 93.6% ×

C
センターに在籍する全ての職員が、計画的に職場での仕事を離れて研修（Off-
JT）に参加できるようにしているか

100.0% 90.5% ◯

D
センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受託法人が、メンタ
ルヘルス対策を実施しているか

100.0% 90.9% ◯

E
【市町村により選択】
スーパービジョンまたはコンサルテーションが受けられる体制を整えているか

100.0% 31.2% ◯

A
個人情報保護に関する市町村の取扱方針に従って、センターが個人情報保護マ
ニュアル（個人情報保護方針）を整備しているか

100.0% 95.0% ◯

B 個人情報の持出･開示時は､管理簿への記載と確認を行っているか 0.0% 79.0% ×

C
市町村の方針に沿って、個人情報漏えいとセンターが受けた苦情に対して、対
処および市町村への報告（共有）の体制を構築しているか

100.0% 92.0% ◯

D センターへの苦情内容をもとに業務を改善しているか 100.0% 99.0% ◯

E
【市町村により選択】
センターに対する利用者や家族からのカスタマー・ハラスメントに適切に対応
する体制をセンターとして整備しているか

100.0% 30.6% ◯

6
【市町村により選択】＊中間アウトカム指標＊
センター職員の定着率（平均±標準偏差）

指標として採用
なし

89.9 ± 16.4%

13.7 10
62.5% 91.1% 62.5% #VALUE! #VALUE! #VALUE!

○貴市町村で入力した 「6. センターデータ貼付用シート」の回答結果が反映されます。
◯「◯」「×」「-」等の回答ルールの詳細については、「8. センター回答ルール」をご参照ください。
◯G列の市町村平均は、「1. 市町村別業務チェックシート」の結果を反映しています。「1. 市町村別業務チェックシート」のG11セルが入力されていないと反映されません。
◯本シートの黄色背景部分（領域別点数）が「4. センター別レーダーチャート」に反映されます。

センター

1

市町村全体を踏まえた担当圏
域の現状および将来像やニー

ズを把握する

平均点数・個数（必須項目[白色セル]のみカウント）

平均点数・％（必須項目[白色セル]のみカウント）

2

市町村の実施方針に従って、
地域包括支援センターの機能
強化に向けた事業計画を作成
し、必要に応じて業務改善を
図る

3

1. 地域包括ケア
システムの構
築・推進

2. 組織・運営体
制

センターが効果的に運営でき
るように、組織マネジメント
を行う

4

センター職員の人材確保およ
び育成を図る

5

市町村が示している個人情報
の取扱方針や苦情対応方針に
従い、センターにおいて適切
に対応する体制を整え実践す

る

平均点数・個数（必須項目[白色セル]のみカウント）

平均点数・％（必須項目[白色セル]のみカウント）

センター

○センターの確認 ②設問別回答の確認
フィードバックシートを使った全体の回答傾向の把握（説明のみ）

市町村やセンターの状況を一覧することができます。指標を選んでヒートマップなどを作成することもできます。
ただし、センターの値は、県内の全センターデータ（調査票②）を貼り付けないと表示されないことに注意が必要。

Y自治体



Y自治体で注目すべき設問レベルの課題

Y自治体領域 市町村指標 センター指標 読み取り

地域包括ケアシステムの構築・推進 0.0% 75.0% 市町村としてセンターを計画的に活用する視点が弱い

組織・運営体制 約64％ 約63％ 運営方針、事業計画、PDCAが弱い

総合相談支援事業 約57％ 約73％ 相談支援のルール化・分析が弱い

包括的・継続的ケアマネジメント支援 40.0% 37.5% ケアマネ支援、介護予防サービス計画検証が大きな課題

介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 50.0% 60.0% 市町村方針や検証方法が未整備

包括的支援事業（社会保障充実分） 100.0% 75.0% 事業そのものはあるが、センター業務との連動に課題

Y自治体は、X市と異なり、市町村指標・センター指標ともに低い領域が複数ある。

Y自治体では、単に「センターができていない」のではなく、市町村としての方針・ルール・支援体制が明文化されておらず、セン
ター業務にも反映されにくい構造が見える。
市町村側では、以下が「×」となっている。
•市町村および日常生活圏域の高齢者等に関する分析結果や地域課題をもとに、センター数
や設置形態を協議・見直しているか。
•介護保険事業全体の取組状況を踏まえ、センターが担う業務を協議しているか。
•評価結果をもとに、センター機能強化の取組を見直しているか。
•運営協議会での検討を踏まえ、センターの実施方針や支援・指導方針を策定しているか。
•センターの事業計画策定にあたり、センターと協議しているか。
•センター職員の研修計画を立てているか。
•センターからの相談事例に関する支援要請に対応しているか。
•相談事例の終結条件を定めているか。
•介護支援専門員へのニーズ把握・研修計画・支援内容の整理を行っているか。
•自立支援・重度化防止に資するケアマネジメント方針を定め、センターと共有しているか。
•介護予防サービス計画の検証方法について、センターと協議して方針を打ち出しているか。

センター側でも、次の項目が低い。
•市町村が定める実施方針に沿った事業計画の策定。
•前年度評価結果を踏まえた事業計画への反映。
•重点目標に基づく達成状況の分析と業務改善。
•センター長等の役割の明文化。
•相談終結条件の市町村との共有。
•相談内容の分析と対応ルール・研修への活用。
•介護支援専門員からの相談内容の整理、研修会・事例検討会等への反映。
•介護予防サービス計画の新規・更新・抽出検証。
•地域ケア会議で検討した事例のモニタリング。
•生活支援コーディネーター・協議体との協働。

小規模自治体では、日々の相談対応や兼務業務に追われ、あえて「市町村
方針」や「センター事業計画」として文書化しなくても業務が回っている
ように見える場合があります。
しかし、評価結果からは、暗黙知で回していることが、PDCAや機能強化に
つながりにくくなっている可能性が読み取れます。
したがってY自治体の課題は、職員個人の努力不足ではなく、直営1セン
ターであっても、市町村機能とセンター機能を分けて整理し、最低限の方
針・計画・振り返りの仕組みを持つことです。



Y自治体の戦略立案の案

Y自治体の3つの重点目標案

重点目標1 直営1センターにおける市町村機能とセン
ター機能の整理「市町村として決めること」と「セン
ターとして実施すること」を分けて、運営方針を作成
する。

重点目標2 評価結果をもとにした年1回の事業計画・
振り返りサイクルの導入年度当初に事業計画、年度途
中に中間確認、年度末に評価結果と次年度方針を確認
する。

重点目標3 包括的・継続的ケアマネジメント支援と
介護予防支援の重点化ケアマネ支援、介護予防サービ
ス計画検証、地域ケア会議での個別事例検討を重点領
域とする。

ボトムアップアプローチ
Y自治体では、全領域を一度に改善しようとすると負担が大きい。したがって、次の3点に
絞る。

改善計画1 センター事業計画の簡素版を作成する
A4 1枚でよいので、以下を明記する。今年度の重点課題。重点課題を選んだ理由。具体的
取組。年度末に確認する指標。市町村が支援する内容。

改善計画2 総合相談の終結条件と支援要請基準を定める
相談対応の質を上げるために、すべての相談を高度に分析するのではなく、まずは次の3つ
を決める。どの状態になれば「終結」とするか。どのケースは市町村内で共有するか。ど
のケースは外部機関・県・専門職につなぐか。

改善計画3 介護予防サービス計画検証を小さく始める
最初から全件検証ではなく、次のような最小単位で開始する。新規プランから月1件または
四半期に数件を抽出する。更新プランから状態変化があるケースを抽出する。確認項目は
「目標設定」「サービス選択理由」「自立支援・重度化防止の視点」「地域資源の活用」
の4点に絞る。必要に応じて地域ケア会議で検証する。

Y自治体トップダウンアプローチ Y自治体での後方支援体制
・Y自治体では、庁内だけで完結させようとしないことが重要。
・県や保健福祉事務所の研修・助言を活用する。近隣自治体との情報交換を行う。

・ケアマネ支援や介護予防サービス計画検証は、圏域単位で共同研修にする。
・地域ケア会議にはリハ職、栄養士、薬剤師、生活支援コーディネーター等を必要に応じ
て参加させる。
・運営協議会では、全項目を説明するのではなく、今年度の重点課題を2～3点に絞って説
明する。



ポジティブな対話の例

X市 Y自治体

「今回の結果を見ると、X市全体としては高い水準で取り
組まれています。

一方で、センター別に見ると、地域包括ケアシステムの
構築・推進や総合相談、権利擁護の領域でばらつきがあ
りました。まず、各センターの努力不足として見るので
はなく、どのような条件があれば取り組みやすくなるか
を一緒に確認したいと思います。

例えば、圏域課題の把握や事業計画への反映について、
すでにうまくできているセンターでは、どのような資料
や会議の使い方をしているでしょうか。

逆に、取り組みにくいセンターでは、市からどのような
データ提供や様式があると進めやすいでしょうか。」

「今回の結果は、センターの努力が足りないという意味
ではなく、直営1センターの中で、市町村として決めるこ
ととセンターとして実施することが少し曖昧になってい
る部分を見える化したものだと考えています。

まずは全項目を一度に改善するのではなく、今年度は、
事業計画、総合相談の終結条件、介護予防サービス計画
の検証方法の3点に絞って、無理のない形で取り組みの改
善を進めていければと思います。

現場として、最初に決めてもらえると一番助かるルール
はどれでしょうか。」



自市町村、自センターのデータを見ての気づきの共有

自市町村、自センターのデータを見ての気づきについて
どれかを選んで、チャット回答してみてください。

問１ 市町村（基幹型センター）が最初に改善すべき領
域（もしくは項目）はどこか。

問２ センターが最初に改善すべき領域（もしくは項目）
はどこか。（最小限でも今年度中に明文化すべき方針・
ルールは何か。）

問３ 評価結果をセンターに返す際、最初の一言を
どのように伝えると前向きな対話になるか。
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